
 

海事産業の重要性を学校教育の場で 

 ～海事関係 7 団体が文部科学大臣へ 

学習指導要領に関する要望書を提出～ 

 

平成 26（2014）年 11 月に下村文部科学大臣は、中央教育審議会へ「初等中

等教育における教育課程の基準等の在り方について」諮問を行い、これを受け

て現在同審議会において新学習指導要領の検討が行われている。学習指導要領

は、学校教育法等に基づき、小学校、中学校、中等教育学校、高等学校などの

各学校におけるそれぞれの教科等の目標や大まかな教育内容を定めており、教

科書の記述にも強い影響力を持っている。 

 
海事関係 7 団体（日本船主協会、日本造船工業会、日本中小型造船工業会、

日本内航海運組合総連合会、日本旅客船協会、日本港湾協会、日本海事広報協

会）は、平成 27（2015）年 9 月 8 日に下村文部科学大臣、赤池文部科学大臣政

務官、小松初等中等教育局長を訪問し、ご賛同いただいた海事振興連盟正副会

長（衛藤会長、髙木副会長、漆原副会長、大畠副会長）のご臨席のもと、学習

指導要領に関する要望を行った。 

 
今回の要望を通じて、学習指導要領および同解説への反映や教科書への記述

とともに、教育現場での取上げにあたっての手法などについても、文部科学大

臣をはじめ同省幹部との活発な意見交換を行うことができた。日本船主協会（以

下船協）としては、これら教科書問題と並行して、海事都市などにおける地域

の産業に関連した学習への協力など、学校教育での取り扱いの拡大に取り組ん

でいくこととしている。 

 
要望の背景および内容は、概要次のとおりである。 

/////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////// 
 
【要望の背景】 
四囲を海に囲まれた島国であるわが国は、古くから海運による海外との交易

を通じて繁栄してきた海洋国家であり、現在も海運、造船、港湾等の海事産業

はそれを根底で支えているが、国民一般にとっては、普段目にするような身近

な存在ではない。また、教科書における記述もほとんどないため、学校教育の

場で取り上げられる機会が少なく、業界としての認知度が低いという現実があ

る。 



 

このような状態を放置すると、海運を支える国・地方レベルの各種政策の維

持・拡充に支障をきたすこととなるのみならず、若者の就職先選択においても

海運産業は他産業に比し劣後することとなり、ひいては海洋国家日本の海事ク

ラスターを支える優秀な人材の確保にも負の影響を与えることとなりかねない。 

 
以上の認識の下、船協は、今夏に政府の海洋政策本部を中心に行われた第 20

回海の日特別行事「海につながるプロジェクト」において、船舶や港湾の見学

会を多数企画、実施するとともに、教科書のベースとなる学習指導要領改訂に

あたっての働きかけを関係の各海事団体に呼びかけたところ、上記団体から賛

同を得て、今回の要望となったものである。 

 
【要望内容】 
要望書では、海洋国家として生き続けなければならないわが国にとって、こ

れを根底で支える海運を中心とした海事産業は国のインフラであり、また、そ

の恩恵は海の有無にかかわらず国民が等しく享受していることから、わが国に

おける海事産業の重要性を学校教育の場を通じて子供たちに理解してもらうこ

とは必須のこととして、以下のポイントについて現在検討中の新学習指導要領

への具体的な反映を求めた。 

 
①わが国は資源に乏しく、貿易物資の 99.7％（重量ベース）が、船舶によって

海上輸送されている。そのうち日本商船隊は日本の輸出入物資の約６割、特

にエネルギー資源や鉄鉱石・石炭などの基礎物資については約７割の輸送を

担っており、海洋国家日本の経済・国民生活を根底で支えている。 
②国内における物流においても、全体の約４割（輸送量×輸送距離ベース）を

内航海運が担っており、特に鉄鋼、石油製品などの長距離大量の産業基礎物

資輸送は、船舶でなければできない。 
③離島航路はわが国にとって重要な離島の住民生活を支える重要かつ不可欠な

ものである。 
④わが国造船業の新造船供給量が世界に占める割合は約３割に達し、増え続け

る世界の海上輸送を支えている。特に、最先端の技術力により建造された環

境・安全面で優れた船舶は、わが国海運はもちろんのこと世界中から高い評

価を得ている。 
⑤港湾は、海運を支えるとともに、わが国の国際競争力、ひいては国全体を支

える重要なインフラである。 

 
また、新学習指導要領の重要な要素のひとつとして検討されている「アクテ



 

ィブ・ラーニング」につながる素材として、日常では触れることの少ない船舶

や造船所、港湾の見学機会を提供することなど、海事産業界を挙げて積極的に

支援することを表明した。 

 

 

下村大臣、赤池政務官へ要望する工藤船協会長をはじめとする 

海事関係団体代表と臨席の海事振興連盟幹部 

 

以上 

（日本船主協会 総務部） 


